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プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備の概要 

 

2025年 3 月 14 日 

One Asia Lawyers 東京オフィス 

弁護士 松宮浩典 

 

東京証券取引所は 2024年 2 月 26日、プライム市場における英文開示の拡充に向けた制

度整備を行うため、「プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備につ

いて1」や「プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備の概要2」を公

表しました（以下「本改正」といいます。）。本改正とあわせて、同年 5 月 9 日に「プラ

イム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備に係る有価証券上場規程等の一

部改正について3」を公表し、同日にパブリック・コメントの結果4や主な質問及び回答5

についても公表されました。 

今月のニューズレターでは、本改正の概要について解説いたします。 

なお、本改正は 2025 年 4 月 1 日より施行されます。ただし、必要な体制整備に時間を

要する企業も想定されることから、英文開示が困難な場合は、2025 年 1 月 6 日から 3 月

14日までの間に、英文開示の実施予定時期を記載した書面を提出することで、最大で 1年

間猶予を受け、2026 年 4 月 1 日以降に開示するものから適用を受けることも可能です。 

 

改正の概要 

 

本改正の主なポイントは、プライム市場の上場会社は、重要な会社情報について英文

開示の努力義務が定められるとともに、決算情報・適時開示情報については英文開示が義

務化される点になります。 

 

（1） 英文開示に関する努力義務の新設 

プライム市場の上場会社は、重要な会社情報について、可能な限り日本語と同時に、

英語で同一の内容の開示を行うように努める旨の努力義務が新設されました（改正有価証

券上場規程第 445 条の 8）。 
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（2） 決算情報・適時開示情報の英文開示の義務化 

プライム市場の上場会社における実務上の負荷も鑑み、まずは、特に投資判断に与え

る影響が大きく、速報性が求められる決算情報及び適時開示情報について、日本語による

開示と同時に、英語による開示が義務化されました（同規程第 436 条の 4第 1 項）。英文

による開示内容については、全書類・全文について同時に開示することが望ましいとされ

ていますが、日本語による開示の内容の一部又は概要を開示すれば足りるものとされてい

ます（同規程第 436 条の 4第 2項）。 

具体的な義務化の内容は、下表のとおりです。 

 

項目 想定される書類 英文開示の時期 

決算情報  決算短信・四半期決算短信 

 決算補足説明資料・四半期決算補足説明資

料（例：決算説明会において投資家向けに

提供する資料） 

 日本語による開示と同時 

 全書類・全文の同時開示

が望まれるが、日本語に

よる開示の一部又は概要

を英語により開示するこ

とでも可（例：サマリー

情報や財務諸表のみ） 

適 時 開 示

情報 

 すべての適時開示項目（決算情報以外の

TDnet を利用して適時開示する以下の会社

情報のほか、会社が任意で適時開示する会

社情報を含む） 

 

【上場会社の情報】 

 上場会社の決定事実 

 上場会社の発生事実 

 上場会社の業績予想、配当予想の修正等 

 その他の情報 

 

【子会社等の情報】 

 子会社等の決定事実 

 子会社等の発生事実 

 子会社等の業績予想の修正等 

 日本語による開示と同時 

 全書類・全文の同時開示

が望まれるが、日本語に

よる開示の一部又は概要

を英語により開示するこ

とでも可（一部又は概要

の水準に関する、一律の

定めはないため、各社に

おいて検討すること） 

 

英文開示について、日本語による開示と同時に行うことが求められていますが、英語

による同時開示を行おうとすると、日本語による開示の遅延が生じるとき、例えば、発生

事実に係る開示など急遽対応が必要になる場合や、関係者との調整等により開示直前まで

日本語による開示内容が定まらない場合は、同時でなくても足りるとされています（同規

程第 436条の 4 第 1 項但し書き）。まずは日本語による開示を優先し、英文開示は、日本

語による開示の一部又は概要を同日中に開示することが求められています。 

なお、決算情報及び適時開示情報の日英同時開示が実施されなかった場合には、その

内容や経緯・原因等に応じて、公表措置等の対象となる場合があります（同規程第 508 条

第 2 項）。一方で、英語による開示内容の正確性については、日本語による開示の参考訳
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として位置づけられており、違反措置の対象となりません。 

東京証券取引所では、決算短信・四半期決算短信（サマリー情報）及び適時開示に関

する英文開示の様式例を提供しています6。さらに、英文資料に記載するディスクレイマ

ーの文例も示されているため、英文開示を進める際の参考として利用できると考えられま

す。 

 

以上 

--------------------------------------------------------------------------------  

本記事に関するご照会は以下までお願いいたします。 

弁護士 松宮浩典 

hironori.matsumiya@oneasia.legal 

 

 

松宮浩典 

One Asia Lawyers 東京オフィス パートナー弁護士 

外資系法律事務所において日本国内外の投資ファンドを代理し

て不動産を中心とするファイナンス業務に携わった後、日系の

法律事務所において企業間の紛争解決、Ｍ＆Ａをはじめとする

企業法務全般に携わる。 

現在は、日本国内及びアジア・クロスボーダーのＭ＆Ａ、オフ

ィスビル、倉庫、ホテル等の大型不動産の取得及び売却に係る

ファイナンス業務や企業間の紛争解決を主たる業務としつつ、

多数の企業の法律顧問又は社外監査役を務め、コーポレート・

ガバナンス関連業務も担うなど、企業関連の法律業務全般に精

通。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的なリ

ーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One Asia 

Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国の法律

のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクティカルで、シームレスなリーガルサー

ビスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legal または info@oneasia.legal 

までお願いします。 

なお、本ニューズレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ・メ

ンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解

であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的情報としての性質上、法令の条

文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題については、必ず

各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 
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